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■開催方式 「第７回働き方改革推進熊本地方協議会」は、令和４年２月から3月にかけて書面会議で開催しました。

■構成委員 （労働者団体）連合熊本

（使用者団体）熊本県経営者協会、熊本県商工会議所連合会、熊本県商工会連合会、熊本県中小企業団体中央会

（金融機関） 熊本銀行、肥後銀行

（関係機関） 熊本県社会保険労務士会

（行政機関） 熊本県、熊本市、九州経済産業局、熊本労働局

第7回 働き方改革推進熊本地方協議会

■内 容

⑴協議会各構成委員の令和３年度における中小企業・小規模事業主に対する取組及び令和４年度の予定等について、労働局で取

りまとめ、構成委員間で情報共有。さらに、働き方改革を進める上での課題等について意見交換。

⑵「働き方改革推進熊本地方協議会開催要綱」について、働き方改革関連法等の施行から3年経過し、時間外労働の上限規制導入

や年次有給休暇５日以上取得が定着してきており、協議会の目的を長時間労働の抑制・年次有給休暇の取得促進から多様な働き

方の実現・定着とし、開催要綱を改正。

■次回開催

令和４年度中に１回以上開催予定。

熊本労働局 雇用環境・均等室


